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１ 裁判所の質問と国の回答 

国の第２１準備書面の第６（２６頁）は、裁判所の次の質問を取り上げている。 

  「乙第３３５号証では、地震モーメントに何らかの上乗せをしたとしても保守

的な計算にならないとあるが、一審被告第１７準備書面の４２及び４３ページ

によれば、地震モーメントの値は平均すべり量に影響し、平均すべり量の影響

は短周期領域の地震動に影響するのではないか」。 

   これに対して、国は、地震モーメントの値は震源断層全体の平均すべり量に

影響するが、短周期領域の地震動は、・・・・震源断層全体の平均すべり量の影

響を大きく受けるものではない、と回答している。 

   さらに国は「３ 補足説明」において、第１に、本件ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ～

熊川断層は、推本レシピにいう「長大な断層」に該当することから、・・・「断

層モデルを用いた手法」による地震動評価では、アスペリティ総面積は震源断

層面積の２２％、アスペリティ降下量は１４．１ＭＰａと算出され、・・・震源

断層面積から算出される地震モーメントに何らかの上乗せを行い、これにより

震源断層面積全体の平均すべり量が大きくなったとしても、推本レシピに従っ

た計算によれば、それらが、短周期領域の地震動に影響を及ぼすアスペリティ

の応力降下量に影響を与えることはない、とする。 

第２に原子力規制庁の上記断層を例とする試算についての「入倉・三宅式を

用いて震源断層面積から計算した地震モーメントに何らかの上乗せをする操

作を行うことは、基準地震動の策定において必ずしも厳しい評価をすることに

つながらない」との指摘を紹介している（国第２１準備書面２６頁～２９頁）。 

 

２ 地震モーメントの値が増加すれば、平均すべり量が増加し、平均すべり量が増

加すれば、短周期レベルの地震動の増加となること 

   Ｍ０＝μＳＤの定義式については繰り返し説明してきた。 

   地震モーメントＭ０と短周期レベルＡの経験的関係を示す壇他の式 
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    Ａ ＝ 2.46×1010×（Ｍ０×10７）１／３ （甲 156ｐ９ （１２）式） 

は Ｍ０＝μSD を代入すれば、 

Ａ ＝ 2.46×1010×（μＳＤ×10７）1／3  

と表現することもできる。地震モーメントＭ０が増えれば、平均すべり量 D が増

え、平均すべり量 D が増えれば、短周期地震動Ａもこれにしたがって増えること

は当然である。 

  裁判所の上記質問に対する回答は以上となる。 

 

３ 国の補足説明と原子力規制庁の試算（乙３３５）について 

推本レシピ（甲１５６）は、上記壇他の式（１２式）を示したのち、アスペリ

ティの総面積などの微視的震源特性の推定を行っている。そのとき、震源断層と

アスペリティの形状を面積が等価な円形と仮定している。アスペリティの総面積

の推定に、円形破壊面を仮定したスケーリング則から導かれる（１２）～（１５）

式を示しているが、震源断層全体の面積が大きくなるほど、過大評価になる傾向

を認めており、微視的震源特性についても円形破壊面を仮定しないスケーリング

則を適用する必要がある、としながら、そのスケーリング則を示していない。そ

して長大な断層については、円形破壊面を仮定した推定をせず、震源断層全体の

面積に対するアスペリティ総面積の比率、約２２％を推定する方法があるとし、

その場合アスペリティの応力降下量の算出方法にも注意する必要がある、として

いる（甲１５６・９頁～１０頁（ｂ）短周期レベルＡとアスペリティの総面積Ｓ

ａ）。 

  国の補足説明の第１は、長大断層について、アスペリティの応力降下量１４．

１ＭＰａという固定した数値に仮定する手法について言及したものである。この

アスペリティの応力降下量を固定する手法による限り、震源断層全体の平均すべ

り量が大きくなったとしてもアスペリティ応力降下量に影響を与えることがな

い、というのはあたりまえのことを言ったに過ぎない。 
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国の補足説明第２の原子力規制庁の試算結果であるが、上乗せケース（１）（５

０％上乗せ）、上乗せケース（２）（１００％上乗せ）のいずれもアスペリティ面

積比が過大となり、背景領域のすべり量がマイナスとなるなどの不自然さがある、

とする。上述したように円形破壊面を仮定する手法は、断層面積が大きくなるほ

ど過大評価などの矛盾が生じることをレシピ自身が認めている。上乗せ自体に問

題があるのではなく、レシピの矛盾が顕在化したものである。 

また、アスペリティ総面積の総断層面積に占める割合を２２％とし、アスペリ

ティ応力降下量１４．１ＭＰａとした場合、短周期領域の地震動は入倉・三宅式

を用いて震源断層面積から計算した地震モーメントをそのまま用いる場合とほ

とんど変わらない結果となる、との記述があるがその計算根拠は示されていない。 

 

４ 参加人（関電）の計算手法でも地震モーメントが増加すれば短周期地震動が増

加すること 

（１）はじめに 

   実際には、参加人（関電）はＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ～熊川断層の地震動計算で

は、壇ほかの式で得られた短周期レベルＡは、使用していない。参加人は、「長

大な断層」に係るレシピに従って、アスペリティ面積とアスペリティ応力降下

量に一定値を設定し、統計的グリーン関数法を用いて短周期領域の地震動を計

算している（国第２１準備書面１２～１４頁、乙３４８）。この計算手法は国の

審査で認められている。この計算手法によって

も地震規模が増加すれば短周期地震動が増加

することを以下に示す。 

（２）参加人の計算手法 

地震波を周波数ごとの特性を調べるために

フーリエスペクトルが使用される。実際の地震

のスペクトルは複雑な形状をしているため、周

乙１５５号証 レシピの解説（釜江）より 
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波数領域ごとに直線で概形を表現することが地震動計算では行われている。広

く用いられているのが、Aki(1967)による「ω-2則」モデルと呼ばれる方法で、

変位スペクトルの低周波領域（長周期領域）を水平な直線、高周波領域（短周

期領域）を周波数の-2 乗で減少する直線で表現する（前頁右図）。（ωとは角周

波数のことでω=2πf である。） 

   同じ「ω-2 則」モデルの加速度スペクトルでは短周期領域で水平となる（乙

１５５・５９～６２頁）（右図）。「短周期レベル」とは、加速度スペクトルが短

周期領域で平坦になる部分の値のことである（国の第２１準備書面１０～１２

頁）。 

  この震源モデルで加速度スペクトルは、次の式で表現される。 

SA(f)=(2πf)2 M0 /(1+(f/fc)
2)   fc = C(Δσ/M0) 

1/3   

（ fc はコーナー周波数である）。 

この式のグラフの概形は、f が

小さくなる時、および大きくなる

ときの漸近形である２本の直線

で示すことができる（右図）。 

 

 

 

 

SA(f)=(2πf)2 M0 /(1+(f/fc)
2) で、f が小さくなると分母は１に近くなる。

（例えば、fc=10(1/秒)（周期 0.1 秒）とすれば、f=1（周期 1 秒）のとき、

分母は 1+(1/10)2 = 1.01 ≒ 1。）その結果、SA(f) =(2πf)2 M0 に接近す

る。つまり周波数が小さい（周期が長い）領域では、両対数グラフでは、傾き

が２の直線に接近することを示している。 
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   f が大きくなると分母の１が無視できるようになる。（例えば、fc=10(1/秒)

（周期 0.1 秒）とすれば、f=102（周期 0.01 秒）のとき、分母は 1+102 = 

101 ≒ 100。）その結果、SA(f) =(2πfc)2 M0 に接近する。つまり周波数が

大きい（周期が短い）領域では、水平な直線に近づくことを示している。加速

度スペクトルの短周期領域で水平になった部分の大きさが「短周期レベル」で

ある。 

（３）参加人の示した数式 

参加人（関電）は、Brune（1970）によってコーナー周波数 fc を決定して

いる。 

      fc = 4.0×106×Vs× (Δσ/ M0)
1/3   

そして「要素地震波がω-2 則を満たす震源波形の加速度フーリエスペクトル

SA(f)にフィッティングするように振幅調整」として以下の SA(f)の式を導い

ている（乙３４８・９１頁）。 

   SA(f) = P・M0・{f2 /(1+(f/fc)2)}・{1/(1+(f/fmax)2},  

 (P=Rθφ・PRTITN・π/ρVs3 )  

ここで、P は、地震波の放出方向や地質に関するパラメータで、地震モーメ

ントに関係しない。 

参加人の SA(f)の式には、fmax に関す

る項 1/(1+(f/fmax)2) がある。加速度ス

ペクトルの短周期領域では振幅が平坦に

なるが、周波数が fmax(高周波数限界ある

いは高域遮蔽周波数）を越えて大きくなる

と（周期が短くなると）、振幅が急速に減衰

することが知られている（上図）。fmax の項はこの様子を表現している（乙１

５５・７１頁）。 
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   上図の、短周期領域で平坦となった部分の値は、次のように求めることがで

きる。 

   まず、f が fmax より十分小さい領域を考えるので、上式の fmax に関する項

は、分母が１となり、fmax の項全体が無視できる。 

   f が fc より十分大きくなると、fc に係る項の分母の 1 を無視できるように

なる。こうして、  SA(f) = P・M0・f2 /(f/fc)2 = P・M0・fc2  が得られる。 

この式に fc = C(Δσ/M0) 
1/3 を代入すると、 

SA(f)= P・C2 Δσ2/3 M0
1/3  

となる。 

つまり、応力降下量Δσを一定とするレシピの想定により、短周期の地震動

レベル SA(f)は、地震モーメントＭ０の１／３乗に比例することになる。 

以上のように、「長大な断層」に係るレシピの想定と参加人（関電）の計算方

法に従っても、地震モーメントの上乗せの影響は、壇ほかの式によって短周期

レベルを求める場合と同じ結果になることが確認できた（甲２６６ 小山陳述

書・１１～１３ページ）。 

 

５ 結論 

地震モーメントの値が増えれば、平均すべり量が増え、また短周期領域の地震

動も増えるのである。 

短周期地震動１．５倍ケースにおいて、参加人（関電）は、地震モーメントＭ

０の値を変えずに短周期領域だけを１．５倍している。これに、地震モーメントＭ

０の値を上乗せすると、短周期領域の地震動は、１．５倍した結果に対して、さら

にＭ０の上乗せ分の１／３乗に比例する影響を考慮しなければならない（甲２６

６ 小山陳述書・１１～１３頁）。注 1 
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ばらつきの考慮としてＭ０に標準偏差σを上乗せすれば、Ｍ０は１０σ＝２．４

１倍となる。平均すべり量Ｄ＝Ｍ０／μＳも２．４１倍となり、最大加速度は 856

×2.411/３＝1150 ガルとなるのである。 

 

（注 1） 

短周期の地震動を１．５倍にする計算方法について、参加人（関電）は、変

位スペクトルを用いて説明している（乙３４８・９２～９８頁）。下図は、それ

を簡単にしたものである。変

位スペクトルの長周期領域で

の値は地震モーメントＭ０と

一致する。参加人は、Ｍ０を変

えずに応力降下量Δσを大き

くしてコーナー周波数を１．

５1/2倍大きくすることで、変

位スペクトルを実線グラフか

ら破線グラフのように変えている。短周期領域だけが①から①’に変わり、短

周期領域の値が１．５倍になる。 

   短周期の地震動を１．５倍することが、地震モーメントを３．４倍にするこ

とに相当するから、経験式のばらつきの効果をＭ０に上乗せする必要はないと

の国の主張は、参加人の計算方法を踏まえないものである。 

σ
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短周期の地震動１．５

倍ケースに、経験式のば

らつきを考慮して、地震

モーメントＭ０を上乗せ

した場合の変位スペク

トルは、右図の赤色破線

のようになる。短周期領

域は赤色破線の②’になる。上乗せ前の短周期領域１．５倍ケースである①’

に対し、②’の値は、Ｍ０の上乗せ分の１／３乗に比例して大きくなる。（図は、

甲２６６より。） 


